
愛知県公立大学法人役員退職手当規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、愛知県公立大学法人の役員（非常勤の者を除く。以下同じ。）の退

職手当について、必要な事項を定めるものとする。 

 （退職手当の支給） 

第２条 退職手当は、役員が退職した場合に、その者（死亡による退職の場合には、そ

の遺族）に支給する。 

２ 退職手当は、役員が退職した日から起算して１月以内に支払うものとする。ただし、

死亡により退職した者に対する退職手当の支給を受けるべき者を確認することができ

ない場合その他特別の事情がある場合は、この限りでない。 

３ 退職手当の支給を受けるべき者から申出があった場合には、その者の指定する本人

名義の預金口座に振り込むものとする。 

 （退職手当の額） 

第３条 退職手当の額は、退職した日における年俸額に１７５分の１０を乗じて得られ

る額（１円未満の端数は切り捨てる。以下同じ。）に、在職年数１年につき、１００分

の８７を乗じて得られる額とする。ただし、第５条の規定により引き続き在職したも

のとみなされる者の退職手当の額は、退職の日における当該役職ごとの年俸額に１７

５分の１０を乗じて得られる額に、異なる役職ごとの在職期間（以下「役職別期間」

という。）１年につき、１００分の８７を乗じて得られるそれぞれの額の合計額とする。 

２ 前項の退職手当の額は、その者の業務実績に応じ、理事長が別に定めるところによ

り、これを増加し、又は減額することができる。 

 （在職期間の計算） 

第４条 退職手当の算定の基礎となる在職期間の計算は、役員としての引き続いた在職

期間による。 

２ 前項の規定による在職期間の計算は、役員となった日の属する月から退職した日の

属する月までの月数による。 

３ 役職別期間がある場合において、役職別期間が同一の月で重複しているときには、

端数の少ない在職期間から１月を減じるものとし、端数が同じときには後の在職期間

から１月を減じるものとする。 

４ 前３項の規定により計算した在職期間に１年未満の月数がある場合には、６月以上

の端月数はこれを１年に切り上げ、６月未満の端月数はこれを切り捨てる。 

 （再任等の場合の取扱い） 

第５条 役員が、任期満了の日又はその翌日において再び同一の役職の役員に任命され

た場合には、その者の退職手当の支給については、引き続き在職したものとみなす。

任期満了の日以前又はその翌日において役職を異にする役員に任命された場合も同様

とする。 

（役員と愛知県の職員との間における退職手当の特例） 



第６条 愛知県の職員（職員の退職手当に関する条例（昭和２９年愛知県条例第２６号。

以下「退職手当条例」という。）第１条に規定する職員をいう。以下同じ。）が、任命

権者の要請に応じ、引き続いて役員となるため退職をし、かつ、引き続いて役員とな

った場合におけるその者の役員としての引き続いた在職期間には、その者の県の職員

としての引き続いた在職期間（退職手当条例第７条第５項に規定する職員以外の公務

員としての引き続いた在職期間を含む。）を含むものとする。 

２ 前項の規定に該当する役員が退職し、かつ、引き続いて愛知県の職員となった場合

においては、第３条の規定にかかわらず、この規程による退職手当は支給しない。 

３ 第１項の規定に該当する役員が退職した場合（前項の規定に該当する退職の場合を

除く。）における退職手当の額については、第３条の規定にかかわらず、当該退職の日

に愛知県の職員に復帰し愛知県の職員として退職したものと仮定した場合の退職手当

条例を適用して計算した退職手当の額に相当する額とする。この場合において、当該

退職の日における給料月額については、第１項の規定に該当する役員となるため退職

した日における県の職員としての給料月額を基礎として、当該役員としての在職期間

等を勘案し、理事長が別に定めるものとし、当該役員としての在職期間については、

退職手当条例第７条第１項に規定する在職期間に含むものとする。 

４ 役員のうち、役員（学長である副理事長を除く。）となった日以前に愛知県の職員を

定年又は勧奨により退職し、退職手当条例の規定による退職手当の支給を受けている

者には、この規程による退職手当は支給しない。 

（役員と教職員との間における退職手当の特例） 

第７条 役員が、引き続いて教職員（愛知県公立大学法人教職員退職手当規程（平成１

９年愛知県公立大学法人規程第３７号。以下「教職員退職手当規程」という。）第１条

に規定する教職員をいう。以下同じ。）となった場合には、その者の役員在職期間につ

いて、この規程による退職手当に相当する額を計算し、その者が教職員を退職し、又

は解雇された場合に支給される退職手当の額と合算して支給する。 

２ 教職員が、引き続いて役員となった場合におけるその者の退職手当は、役員に就任

した前日をもって教職員退職手当規程第９条に規定する勧奨退職とみなし、同規程を

適用して計算した退職手当に相当する額と、役員としての在職期間においては役員退

職手当規程第３条による退職手当の額を合算した額とする。 

３ 前項の規定に該当する場合のその者の教職員退職手当規程第４条から第６条までに

規定する退職日給料月額は、当該役員として就任した前日におけるその者の給料及び

給料の調整額の月額の合計額とし、定年に達する日から役員就任時におけるその者の

年齢との差に相当する年数１年につき１００分の２を超えない範囲内で理事長が定め

る割合を乗じる。 

４ 第２項に規定する役員としての在職期間に係る退職手当の額は、役員としてのその

者の業績に応じ、理事長が別に定めるところにより、これを増額し、又は減額するこ

とができる。 

（退職手当の支給制限） 



第８条 役員が地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第１７条第２項（第

１号を除く。）及び第３項の規定により解任された場合には、第２条の規定にかかわら

ず、退職手当を支給しない。 

（遺族の範囲及び順位等） 

第９条 第２条に規定する遺族の範囲及び順位等については、教職員退職手当規程第１

９条及び第２０条の規定を準用する。 

 （刑事事件に関し起訴された場合の取扱い） 

第１０条 役員が刑事事件に関し起訴された場合の取扱いについては、教職員退職手当

規程第２２条の規定を準用する。 

（退職手当の支給の一時差止め及び返納） 

第１１条 退職手当の支給の一時差止め及び返納の取扱いについては、教職員退職手当

規程第２３条及び第２４条の規定を準用する。 

 （端数の処理） 

第１２条 この規程の定めるところにより算出した退職手当の額に１円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てるものとする。 

 （委任） 

第１３条 この規程に定めるもののほか、役員の退職手当に関し必要な事項は、理事長

が別に定める。 

   附 則 

１ この規程は、公布の日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 

２ 法人成立の日の前日に愛知県立の大学の学長及び教授であった者で、退職手当の支

給を受けることなく、法人成立の日に役員に就任したものについては、第３条の規定

にかかわらず、法人の教職員から引き続いて役員に就任した者とみなして、第７条第

２項及び第３項の規定を適用する。この場合において、同条第２項の規定中「教職員」

とあるのは「県の職員」と、「引き続いた在職期間を含む」とあるのは「引き続いた在

職期間（退職手当条例の規定により県の職員としての在職期間に通算される期間をい

う。）を含む」と読み替えるものとする。 

  附 則（平成２７年２月５日規程１４号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年９月９日規程３号） 

この規程は、令和元年１０月１日から施行する。 


